
会計セミナー 



 １．会計について 
 ２．見積書 
 ３．講師契約 
 ４．会場を借りる場合 
 ５．映像作成がある場合 
 ６．ポスター・チラシの作成がある場合 
 ７．印刷物・ＨＰ作成がある場合 



１．会計について 



ブロック協議会 

地区協議会 

本会会議体・委員会 

日本青年会議所 

協議会も本会会議体・委員会も同じ組織。 
同じ公益会計基準で運用されます。 

会計組織について 



会計組織について 

ブロック協議会 

地区協議会 

本会会議体・委員会 

財政審査会議 

財政審査特別委員会 

財政局長 

日本青年会議所 



協議会の事業予算、事業決算、本会計決算等を
チェックするのは監査担当役員 

 

内部会計監査人グループは、監査担当役員の 

 サポート(相談・指導等) 

 

協議会の財政・公益・コンプライアンスの 

 責任者は監査担当役員 



報告の流れ 

内部会計監査人ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

内部会計監査人ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

 

 

地区代表内部会計監査人 

 

 

各地区・ブロック協議会 

監査担当役員 

• 財政審査会議・規則審査会議 

• 財政審査会議・規則審査会議 

 

 

• 各地区財政担当委員長 

 

 

• 各ブロック協議会 

 財政局長・委員長・議長 

 



地区・ブロック協議会の会計 

■事業会計 

協議会の事業（運動・活動）に関する会計 

・公益目的事業会計：公益目的事業に関する会計 
         ＊公益に関する目的を満たすものであり、 
          不特定かつ多数の者の利益の増進に 
          寄与する事業 
   
・その他の事業会計：共益目的など公益目的事業以外に関する会計 
           ＊営利を目的としない事業で特定の者 
          （メンバー）の利益の増進を図ること 
          を目的とする事業 



会計年度の流れ 

2024年12月 

３月中旬 

総会 

2023年度
会計 

８月頃 

中間監査 

2024年事業年度 

2024年度
会計 

1２月 

直前監査 

1２月頃 

直前監査 

1月上旬 

本外部監査 予算立案 

2024年1月 



２．見積書 



原則として法人 
（株式会社、ＮＰＯ法人等）に限定 

講師については個人取引もＯＫ 
ただし源泉徴収が必要 

取引について 



全ての費用支出について 
原則見積書の取得が必要です 

１物品または１企業 
３０万円（税抜）以上は相見積が必要 

予算がある場合 



① 見積書が必要でない場合： 
   公共施設を利用する場合の会場費 
   郵便料・交通費 
  ＊但し、ホームページ等の価格表をＰＤＦ化し、 
   見積書として各様式に添付すること。 

② 審議対象資料 
  予算がかかるもの（作成物）については、原則、 
   どのようなものかが分かる資料（写真） 
   選定理由等説明が必要です。 

予算がある場合 



相見積が必要な場合 

①１社あての支払いが３０万円（税抜）以上、または 

②１物品の購入金額が３０万円以上になる場合 

 → 原則相見積が必要 

 

 

①講師や会場で、代えがきかない場合 

 → 選定理由が確実であることを条件に相見積不要 

②その他特別な理由で相見積の取得が困難な場合 

 → 相見積の取得が困難である理由書を添付する。  

相見積の添付が不要な場合 



相見積について 
（１社に３０万円以上支払う場合） 

※ 例：Ａ社からチラシ１０万円と映像２５万円の 

   見積書を２つを取得した場合 

 

 → Ａ社への支払い合計が３０万円以上となるので   

   チラシ１０万円と映像２５万円のそれぞれに 

   ついて相見積が必要。 



相見積について 

相見積の注意点： 

 ・ ２社以上の見積においては、その明細項目が同じ  

  になっていること。 

 ・ 相見積企業（どちらか一方の企業）には、公平性 

  の観点から青年会議所メンバー以外の会社を選定   

  するように配慮する。 

 ・ 採用企業のＺ字型構造は不可。 

   採用Ａ社の相見積企業がＢ社 
   採用Ｂ社の相見積企業がＣ社 
   採用Ｃ社の相見積企業がＡ社 



採用見積 相見積 

明細 
一致 

税抜３０万円以上 



・相見積の取得を避けるべき企業 
 

 青年会議所現役会員が所属する企業 
 青年会議所ＯＢ会員が所属する企業 
 

（注意） 
やむを得ない理由がある場合は、財政担当者に 
相談するようにしてください。 

悪質なケースの場合は、財政担当者（財特会議）の
判断にて上程を取下げてください。 

 

例：委員会メンバーの所属する企業からの見積書取得 

見積書・請求書について 

見積書 



相見積について 

採用企業のＺ字型構造は不可。 



宛名 
 
＜ブロック協議会＞ 
「公益社団法人日本青年会議所 
東海地区静岡ブロック協議会 
２０２３年度 
○○○委員会○○○○事業」 
 
※事業名は物件名に記載でも可 

見積書 

（公社）は不可！ 
恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



・発行日の記入がされていること 
 

・社名/住所/連絡先/業者印が 
 記入・押印されていること 
 
 注意： 
 発行日は審議日よりも前の 
 日付になります。 
・業者印の押印については電子
印鑑OKです（偽装しない事） 
 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



・受渡期限（納品日）が入って 
 いること 
・有効期限が入っていること 
 注意： 
 受渡期限が審議可決日以後 
 となっているか確認ください。 
 

・見積書の有効期限は事業実施日 
 よりも２か月以上先（通常は 
 2024年12月31日）です。 
 但し2024年11月以降の事業 
 実施日の有効期限については 
 気を付けてください。 
※12月31日に事業終了の場合 
 2025年2月末日 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



・取引方法の記載があること。 
 
 注意： 
 振込先には下記の点に注意して 
 ください。 
 

①金融機関名/支店名/種別が 
 書いてあるか。 
 

②口座番号が書いてあるか。 
 

③口座名義が書いてあるか。 
  
※振込口座名に㈲・㈱等の 
 法人格がない場合、 
 個人事業主と判断します。 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



・内訳を記載してください。 
 

 注意： 
 一式表記は不可。 
 

 内訳が一目で判断できるように、 
 形状や数量・単価等の内容 
 の詳細を記入してもらうこと。 
 

 単価・金額は、消費税を含ん 
 だ価格にすると各様式へ記載 
 しやすくなります。 
 

 諸経費は、見積書に記載 
 しないでください。 
 振込手数料の負担がどちらか 
 を必ず記載してもらってください。 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



・消費税の記載を確認して 
 ください。 
 

 税込みの場合は「税込」の 
 記載、税抜きの場合は消費 
 税額の明記が必要です。 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



・値引き： 
 ご厚意による値引き、端数が 
 出ないようにするための値引き等、 
 であっても、値引きの記載は 
 認められません。 
 
＊もし、値引きいただける場合には、 
 値引き分を反映させた単価と 
 してください。 

見積書 



チェックポイント① 
 
見積書の発行業者と 
振込口座の名義 
が一致していること。 
 
※振込口座が個人名義に 
 なっている場合などあります。 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



チェックポイント② 
 
見積の会社は、 
依頼内容を本業としているか。 
例： 
見積会社：○○建設 
見積内容：チラシ印刷 
 
見積会社：○○印刷 
見積内容：宿泊手配 
 
※そもそも実在するのか？？ 
→違和感があったらネット等 
 で会社を検索して確認する。 
 

見積書 

恐れ入りますが振込手数料はお客様の負担でお願いいたします 



３．講師契約 



法人契約・個人契約 

 ① 法人契約 
  ㈱・㈲等の法人格がある会社との契約 

 ② 個人契約 
  ㈱・㈲等の法人格がない個人・個人事業主との契約 
   
  ＊振込口座名義に㈱・㈲等の法人格がない場合 
   原則個人契約となります。 



 個人契約の場合： 

  芸能人等の出演料・講師の謝金・ 
  デザイナーへのデザイン料・通訳・翻訳・ 
  原稿料・挿絵・写真・作曲  ＊司会者は除く 
 

  

源泉所得税の徴収（源泉徴収）
が必要 

＊現金で支給する交通費(お車代)・宿泊費・高額な物品、 
現金に交換可能な物品(商品券等)に対しても源泉所得税が 
必要 
 → 交通費や宿泊費は、現金で支給することは避け、 
  実際に必要な額をチケットやクーポンでお支払いする 
  ように調整 



講師等出演依頼承諾書 

講師がいる場合： 
「講師等出演依頼承諾書 
(様式５)」の添付が必要。 
 

講師が個人の場合： 
「源泉所得税預り金報酬明細書
(様式６)」が必要。 
 



 講師に対する二重報酬の禁止 

講師に対して講演料（諸謝金）を支払って 
お礼の品を渡すと 
二重に報酬を渡したとの判断となります。 
 
もし、講演費を渡してお礼の品をどうしても渡した
い場合は、Ｂ会計（委員会費）にて行うか、演出と
して企画演出費に計上してください。 
＊但し、演出として出す時は、なぜお礼の品を渡す 
 演出が必要か検討が必要です。 



① 講師等出演依頼承諾書 ＊見積書の代わり。 
   ※尚、個人契約の場合は議案添付不可です。 
② 講師プロフィール： 審議対象資料 

③ 講師選定理由書： 審議対象資料 



確認ポイント： 
① 講師の選定が事業の 
 趣旨・目的に合致しているか。 
 
② 講師の諸謝金が適正な額か。 
 
③ 講師の交通・宿泊の手配・ 
 予算はどうなっているか。 
 警備等は不要か。 
 
④ 担当委員会が講師の講演等 
 を実際に聴いているか。 
 
⑤ 講師に青年会議所への 
 理解があるか。 

講師がいる場合 



４．会場を借りる場合 



① 会場選定理由： 議案記載・審議対象資料  
会場を借りる場合 

② 会場図（会場イメージ・レイアウト図）： 審議対象資料 



確認ポイント： 
① 開催場所が参加者 
 にとって参加しやすい場所 
 であるか 
 
② 参加員数計画と会場の 
 収容人数の整合性が 
 とれているか 
 
③ 会場レイアウト図が 
 参加員数計画に 
 沿っているか。 
 （最大の費用対効果が得ら 
 れる配置か） 

会場を借りる場合 



５．映像作成がある場合 



① 絵コンテ： 審議対象資料 

映像の作成がある場合 



絵コンテ確認のポイント 
 
① どのような内容か分かる 
 絵コンテになっているか。 
 １シーンごとに映像の説明が 
 ついているか。 
 
② 時間の記載があるか。 
  
③ 費用に見合ったものに 
 なっているか。 
 

映像の作成がある場合 



６．ポスター・チラシの作成が
ある場合 



ポスター・チラシの作成がある場合 

① デザイン： 審議対象資料 
② 配布計画： 議案記載又は審議対象資料 



確認ポイント（デザイン）： 
① デザイン・配布計画は審議後変更する 
 ことができない。 
  ポスター・チラシに未完成の部分が 
  ないか、誤字脱字がないか。  
 
② 費用に見合った完成度（デザイン）か。 
 
③ 事業の内容がポスター・チラシを 
  見ただけで分かるか。 
 
④ そのポスター・チラシで事業の対象者 
 を確実に集客できるかどうか。 
 （事業の対象者の興味を掻き立てるか） 

ポスター・チラシの作成がある場合 



確認ポイント（配布計画）： 
① 不明瞭な配布先はないか。 
  （具体的な配布計画か） 
 
② 配布部数は適切か。 
 配布先の必要数との 
 整合性がとれているか。 

③ 予備の部数は適切か。 
  
④ 配布先がこの事業にとって 
 最適（最も効果的）であるか。 

 

ポスター・チラシの作成がある場合 



７．印刷物・ＨＰ作成がある場合 



印刷物の作成がある場合 

① 印刷物のデータ： 審議対象資料 
② 対外配布する場合： 
   配布計画（本文記載・審議対象資料） 



確認ポイント： 
 印刷物（紙で配布）であれば、すべて予算計上が必要 
 ＊予算計上がもれているケースがあります。 
 
 ＞開催趣旨書（対外配布）・依頼書・誓約書・申込書・アンケート 
  
 ＊議案の参加推進方法・対外配布資料の有無・審議対象資料・ 
 参考資料に印刷が必要なもの（紙で配布するもの）がないか確認 

印刷物の作成がある場合 



確認ポイント（アンケート）： 
① アンケートの印刷費について 
 予算計上されているか。 
 
② アンケートの対象者 
 （メンバー・一般参加者等）が 
 明確になっているか。 
  
③ 事業の検証が可能な 
 アンケート内容となっているか。 
 
④ アンケートの回収について 
 確実な計画がされているか。 
 
⑤ 紙の使用方法について無駄がな
いか（空欄が多いなど、本来１ページ
で済むのに２ページとなっていないか） 

印刷物の作成がある場合 



ホームページ作成がある場合 

① デザイン： 審議対象資料 
② ホームページの構成が分かる資料 



確認ポイント（ホームページ）： 
① 費用に見合った 
 完成度（デザイン）か。 
 
② ホームページの構成・内容
が分かる資料となっているか。 
 
③ ホームページの想定アクセ 
 ス数はどのぐらいを見込み、 
 実現可能か。その工夫がなさ 
 れているか。 
 
④ そのホームページで 
 事業の対象者を確実に集客 
 できるかどうか。（事業の対象  
 者の興味を掻き立てるか） 

ホームページ作成がある場合 



確認ポイント（サーバー・ドメイン）： 
① サーバー設置場所について 
 
② ドメインについて取得の必要 
 性が本当にあるか。 
 
③ サーバー・ドメインの契約期間 
 が、事業実施日時と一致してい 
 るか。 
 
④ 事業終了後、ホームページは 
 どのような対応をとるのか。 

ホームページ作成がある場合 



現金を持たない。 
通帳を捨てない。 

領収証を失くさない。 



ご理解とご協力のほど 

よろしくお願い致します！ 


